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パワハラアンケート調査結果

2018年度は民間職場で実施！

2018年度は、日本スポーツ界のパワハラや高級官僚のセクハラなどハラスメント問題が大きく報道さ

れました。2017年度の民事上の個別労働紛争の相談件数約25万件のうち、いじめ・嫌がらせの相談は約７万件

と最多で、増加傾向にあります。国会では、パワハラ防止対策を規定した女性活躍推進法等の一部改正の動き

があり、国際的にもILOが働く場でのハラスメント根絶に向け、条約の採択をめざしています。

パワハラの社会問題化から、当センターは2011年より、職場の実態を把握し、パワハラの防止や職場

改善の一助となるようパワハラアンケート調査を継続してきました。2016年には調査が一巡したことか

ら、2017年は公務職場の経年比較、2018年の今回は民間職場を対象に実施しました。

調査は、JP労組、電力総連、情報労連に協力いただきました。調査実施期間は、2018年10月下旬～1

2月中旬で、有効回答数1711を集計した結果を報告することとします。

■ ３人に1人は、職場にパワハラがあると回答
パワハラの認知度については、「言葉も内容も知ってい

た」が94.1％（88.5）で2012年より5.6ポイント増加

し、内容に関する認知度が一層高くなっています。「言葉

は知っていた」を含めるとほぼ100％知っていたことにな

ります。※以降、前数字は2018年調査（ ）内は2012年調査で％省略

パワハラを受けた実態

は、過去3年以内に受けたが

21.9%(17.1）で、2012

年より4.8ポイント増加し、

5人に1人がパワハラを受

けています。また、過去3年

以前を含めると31.5%で8.

0ポイント増加し、3人に1

人が受け、パワハラが増え

ています。

男女比では、重大なパワハラを受けている男性は2.7%（2.5）で、女性2.9%(1.8)とほぼ同じ数値です。

過去３以前を含めると、男性は31.1%（22.8）、女性32.1%（26.8）とこれもほぼ同数値ですが、201

2年と比較すると男性8.3%、女性は5.3％増加し、男性の方がパワハラを受けた割合が高くなっています。

背景には、男女雇用機会均法や育児介護休業法等によるセクシャルハラスメント対策の法規定等の効果が

徐々に浸透し、女性に対するパワハラ行為の抑止につながっているとも推察できます。
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■ パワハラは言葉など間接的な暴力が圧倒的
受けたパワハラの内容は、「威圧的な行為」39.7％、「怒鳴る・暴言」38.9％（45.3）、「陰口や噂を広

める」30.4％（26.7）が上位に並び、2012年と同様の傾向を示し、言葉や態度など間接的な暴力が際立

っています。

一方、「間違いや誤りをしつこく思い出させる」27.0%（25.4）、「仕事で恥をかかす・からかう」25.

2%、「仕事に影響を及ぼす・情報を与えない」23.3%（11.1）、「仕事や努力に対して何度も批判する」2

1.1％と直接仕事を通しての嫌がらせが目立ってきています。また、暴力や暴行5.9％（4.8）も依然とし

て存在しています。今後、仕事に関連したパワハラの比率が増えることが想定されます。パワハラ行為と

指導・指示など業務の範囲との境界や関係など、パワハラに対する理解を一層深めるとともに、個々人や

職場のコミュニケーション力の向上、職場の関係性の構築がこれまで以上に大切になると考えます。

■ パワハラを受けたあとは憂うつに
パワハラの行為者は、「直属の上司」69.3％（67.6）が7割と圧倒的に多く、次いで「仕事の先輩」23.

9％（25.0）、「その他の上司」17.3％（23.7）、同僚12.3％（8.8）と続き、2012年とまったく同じ傾

向です。「その他の上司」が減る一方で、「同僚」や「部下・後輩」3.4％（1.6）が増えており、上司によ

るパワハラだけではなくて、集団的な嫌がらせやモラルハラスメントなども含めて混在している可能性も

考えられます。

パワハラを受けた後の状況では、

「気分が沈んで憂鬱になった」54.

3%（59.8）が最多です。対2012

年比で10.9ポイント減少している

ものの、「不愉快で頭にきた」46.

5%（57.4）、「辞めたくなった」3

9.8％（32.8）が上位で、2012年

と同様の傾向、順位です。「転勤・異

動したくなった」27.7%（31.7）

が4.0ポイント減少する一方で「辞

めたくなった」が7.0ポイント増加

しており、転勤・異動よりも辞めた

いという意向が強まる傾向となって

います。

「なるべく気にしないようにした」

28.5%（26.0）の他、「仕事に集中

できなくなった」27.5%（25.2）、

「眠れなくなった」21.1%、「情け

ない気持ちで自分を責めた」14.6％

（23.0）、「身体に症状が出た」12.3%など、仕事や心身に与える影響の占める割合が高くなっています。

さらに、「心療内科・精神科に通院した」9.1%（8.4）、「思い出すと動悸がした」8.2%、「死にたくなっ

た」6.6％（6.9）も決して少ないない深刻な数値を示しています。

2018年は、憂鬱や不愉快などの割合が低下し、気持ちや感情に与えた影響の割合は減少しています。

一方で、より重い仕事に対する集中力の低下や不眠、身体への発症、転勤や異動、離職の意向を示す回答

が増加し、2012年よりも仕事や日常生活に直接影響を及ぼす割合が高くなっています。うつ病の発症や

希死念慮へと続く深刻な状況もありうることから、労働組合や職場の同僚、上司や管理職などが早急に状

況を察知し、解決に向け何らかの方法や対策を講ていくことが大切です。
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■ パワハラを受けても何もしなかったが4割
パワハラを受けたとき取った行

動は、「職場では何もしなかった」3

9.3%（46.3）が最多でした。次に

職場の先輩や同僚に相談した」28.

3%（30.2）、「相手を避けた」26.

4%、「職場の上司に相談した」16.

9%（14.7）、「相手に抗議した」1

0.1%（11.3）と続き、この4項目

は、新項目の「相手を避けた」を除

くと順位は2012年と同じでした。

「職場では何もしなかった」の７ポ

イント減は、「相手を避けた」の回

答に流れたと推察します。

「職場の上司に相談した」、「組合

に相談した」7.8％（7.1）、「担当部

署や窓口に相談した」3.2％（2.0）

は増加しています。「職場の先輩や同僚に相談した」は微減しているものの、依然と高率で全体的に相談は

増えています。「相手に抗議した」10.1％（11.3）は1.2ポイント、「相手にわからせようとした」7.2%

（14.2）は7.0ポイントそれぞれ減少し、積極的に解決を図る行為の割合は減少しています。

こうした要因は、「職場では何もしなかった」や「相手を避けた」と同様の考え方が根底にあり、衝突や

不利益を回避したいとする心理の他、自分では解決できないと諦めの方が先に立ち、問題から逃避しよう

とする点で共通していると推察します。一方で、相談の割合が高くなってきていることから、解決を模索

する行動が増えてきていることに期待します。

■ 何もしない理由は 解決にならない
パワハラを受けても何もしなかった理由は、「何をしても解決にならない」47.6%（45.3）が約5割と

半数を占め、最多でした。「行為者

を刺激するとエスカレートする」2

6.7%（28.0）と「職務上何らか

の不利益が生じる」26.7%（26.

0）が同率で、以下「行動をとるほ

どではない」24.8%（29.9）、「職

場の雰囲気を壊したくない」16.

0%（16.3）と続き、2012年と

同様の数値、傾向を示していま

す。

行為者は、約7割が直属の上司な

ので、受ける側は上司に恐れや怖

さを抱き、刺激しないことや職務

上不利益が生じないよう避ける、

或いは行動を取らない、取れないと推察します。「何をしても解決にならない」と「行為者を刺激する」

「不利益が生じる」「行動を取るほどでもない」などは本質的に低通し、職場や同僚などにパワハラを止め

させるだけの信頼や関係が希薄なことから、解決が期待できないと諦めているとも考えられます。一方で

「どこに相談していいかわからなかった」も7.8％（5.5）ありました。相談窓口の周知を図るとともにパ

ワハラを個人の問題に矮小化するのではく、構造的な問題と捉え、職場全体で対応することが大切です。
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■ パワハラは人権侵害
パワハラに対する認識は、「重大な人権侵害である」93.

6％（90.1）、「職場全体の人間関係を悪くする」93.3％

（92.3）との回答が群を抜いて多く、「職場全体の仕事の

能率を下げる」81.2％（77.3）と続いています。

一方で「パワハラを受ける方にも問題がある」20.9％

（28.6）は、2012年より7.7ポイント減少してはいるも

のの、約２割あります。また、受ける側にも問題があると

考えているグレーゾーン「どちらともいえない」42.3％

（44.2）も４割強で大きな割合を占め、「受ける方に問題

はない」とした回答は36.8％と４割弱に止まっています。

「パワハラをする人の個人的な問題」とした回答は、55.

3％（62.2）と半数以上を占めています。「気にすると仕

事上の指示や指導がやりにくくなる」49.9（52.4）と

「神経質になると職場がぎすぎすする」49.2％（53.4）

は減少してはいますが、いずれも約５割と半数近くにもの

ぼります。

９割以上がパワハラは人権侵害、職場の人間関係を悪化

させるとの見方で微増しています。一方で減少していると

はいえ、パワハラは行為者個人の問題で受ける側にも問題があると個人の問題に矮小化したり、行為を容

認するような見方も見られます。また、仕事の指示や指導がしにくくなる、神経質になるべきでないなど

パワハラ行為を軽く見るような考え方も多くあり、職場内の衝突やハレーションを回避したい思いなどか

ら、個人の資質や責任などに帰結しようとする傾向も少なくはないと考えます。

■ 相談窓口の心配はプライバシー
相談窓口を利用するときの心配は、「プライバ

シーが守れない」66.6％（66.4）が最多。「結

局は解決されない」58.1（58.0）、「人事管理上

何らかの不利益が生じる」49.8％（49.2）「行

為者の報復がある」38.3％（35.3）と続き、２

012年とほぼ同じ数値、傾向となっています。

相談窓口の利用は、プライバシーの保護が最大

の関心事で、情報の漏洩と連動し、不利益を被

る可能性のあるものが高率となっています。

相談窓口の利用は、組合及び当局が設置した

内外問わずすべての相談窓口で利用するとした回答が2012年よりも上回っています。また、相談窓口は、

当局より組合設置、内部より外部に設置したものを利用したい意向が強くなっています。労働者側に立つ

問題解決や対応、職務上の不利益な取り扱いの回避など、組合の方が信頼性や安心感があり、職場内より

外部機関の方がプライバシーを守られると受けとめられていると推察できます。したがって、より信頼性

の高い相談窓口の設置や体制が望まれます。

パワハラをなくすには、「職場全体で日常的に取り組む」が69.8％（56.4）と大幅に増加し、一方で

「問題発生時にその都度取り組む」は16.0%（26.7）と激減しています。最も必要な対策は、「管理職の

研修」85.8%（80.6）が最多で、「安心できる相談窓口の設置」81.2％（75.5）、「厳しい処分」72.9％

（63.1）、「全員への研修」71.9%(58.6）と続き、「パワハラを受けても何も行動しない」との回答が多

い中、パワハラの関心や解決に向けた動きや模索が高まっています。パワハラの発生は構造的な要素が大

きく、パワハラを許さない社風や職場意識・環境の醸成とともに良好な人間関係の構築が重要と考えます。


